
事務 ト

分

改正 基づき完成させた

(

。第２次協 決するため

1

、市民公益活動や 決す

)

るため、市民公益活動

事

や 決するため、市民公

業

益活動や

及び第３次協

経

働推進計画を長 働推進

費

計画及び完成後の第３

○

協働に関する普及啓発

管

や協働 協働に関する普

理

及啓発や協働 協働に関

経

する普及啓発や協働

期

費

総合計画に基づき作成

[

予定 次協働推進計画に

長

基づき協働 の担い手で

期

ある市民公益団体 の担

総

い手である市民公益団

合

体 の担い手である市民

計

公益団体

。 を推進した

画

。 のスキルアップに向

]

けた各種 のスキルアッ

そ

プに向けた各種 のスキ

の

ルアップに向けた各種

他

の講座や相談業務等を

分

実施す の講座や相談業

野

務等を実施す の講座や

別

相談業務等を実施す

る

目

とともに、職員に対し

標

て各 るとともに、職員

４

に対して各 るとともに

誰

、職員に対して各

種研

も

修を実施し協働を推進

が

す 種研修を実施し協働

安

を推進す 種研修を実施

心

し協働を推進す

るため

し

の人材育成を図った。

て

るための人材育成を図

住

る。 るための人材育成

み

を図る。

続けられ

２　事業コスト

事

る

業費等（千円）
平成2

持

8年度 平成29年度 平

続

成30年度 平成31年

可

度 令和02年度

当初予

能

算 決算 当初予算 決算 当

な

初予算 決算 当初予算 決

ま

算 計画 決算

事業費 67

ち

6 344 860 539

事

728 538 448 0

業

0 0

伸び率（％） △7

区

.1% △42.6% 2

分

7.2% 56.7% △

(

15.3% △0.2%

2

△38.5% △100

)

% △100% 0%

人件

自

費
正規職員 14,06

治

8 13,989 14,

事

038 14,118 1

務

4,306 16,94

○

4 0 0 0 0

正規職員以

法

外 1,019 1,01

定

9 999 999 943

受

1,098 0 0 0 0

小

託

計 15,087 15,

事

008 15,037 1

務

5,117 15,24

そ

9 18,042 0 0 0

の

0

国庫支出金 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0

県支出金

政

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　

市　　債 0 0 0 0 0 0

策

0 0 0 0

そ の 他 0

１

0 0 0 0 0 0 0 0 0

一

０

般財源（税等） 676

地

344 860 539 7

域

28 538 448 0 0

コ

0

所要人数 正規職員 1

ミ

.77 1.76 1.7

ュ

6 1.77 1.79 2

ニ

.12 0.00 0.0

テ

0 0.00 0.00

（

ィ

人） 正規職員以外 0.

の

38 0.38 0.40

充

0.40 0.38 0.

実

53 0.00 0.00

会

0.00 0.00

主な

計

予算内訳
附属機関委員

一

報酬２４５千円、報償

般

金２１２千円、等

会計

款

３　目標及

総

び実績
指標名 単位 平成

務

28年度 平成29年度

費

平成30年度 平成31

施

年度 令和02年度

活
動

　

指
標

市民活動や協働に

事

策

関するリーフレットを

１

作成し、配布
枚

目標値

地

1000 1000 10

域

00 1000 1000

コ

実績値 1000 100

ミ

0 1000

達成度(%

ュ

) 100% 100% 1

ニ

00% 0% %

目標値

実

テ

績値

達成度(%)

成
果

ィ

指
標

市民公益活動を行

の

った経験のある市民の

充

割合（インターネット

実

モニタ
％

目標値 19 1

会

9 19 19 19

ーによ

計

る調査） 実績値 16.

・

8 22.6 11.4

達

項

成度(%) 88.4%

市

118.9% 60.0

民

% 0% %

「協働」の認

生

知度（インターネット

活

モニターによる調査）

費

％
目標値 49 49 49

予

49 49

実績値 48.

算

1 50.1 47.8

達

区

成度(%) 98.2%

分

102.2% 97.6

目

% 0% %

ＮＰＯ・ボランティア推進費

取組方針 ３
市民協働の推進 大事業 ＮＰＯ・ボランティア推進事業

中事業 市民公益活動団体と行政の協働推進事業

事業種別 継続 関連個別

業

計画 市民公益活動団体と行政の協働指針・和歌山市協働推進計画

事業年度 無し ～ 無し 担当課・担当課長・Tel 自治振興課 山下英二 435-1011

事業実施の根拠法令 和歌山市協働推進委員会条例 関連課

チ

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

現在の厳しい財政下にあっては、市民と行政が協働で公共サービスを 協働できる環境を整備し、また協働の認識を深め

ェ

るために協働の担い手である市民公益活動団体向けに講

効果的・能率的に提供できる体制を早急に整える必要がある。 座を開催するとともに、職員に対しても各種研修を実施する。加えて市民・市民公

事

益活動団体・職員向け

ッ

務

そこで、協働の担い手

事

となる市民公益活動団

業

体に対する支援・育成

N

を にアドバイザー講座

o

を開催することで、「

事

協働」を実践したいと

業

考える主体に対して適

名

切なアドバイスが

行う

[

とともに、同種・異種

事

分野間における交流を

ク

業

促し活性化を図る。 で

基

きる人材を育成し、よ

本

り効果的・能率的な協

情

働の推進を図る。なお

報

、協働推進委員会を設

]

置することで

また、協

4

働実践の機会創出や協

9

働推進体制の整備に取

0

り組み、市民と 事業評

市

価や進捗管理を図り、

シ

民

戦略的に協働を進めて

公

いく。

行政の協働の推

益

進を図る。

事
業
内
容

平

活

成28年度 平成29年

動

度 平成30年度 平成3

団

1年度 令和02年度

２

体

７年度に引き続き、第

と

２次 協働指針を改正し

行

、第３次協 協働しやす

政

い環境を整備し効 協働

ー

の

しやすい環境を整備し

協

効 協働しやすい環境を

働

整備し効

協働推進計画

推

に基づいて協働 働推進

進

計画を長期総合計画に

事

果的・能率的に地域課

業

題を解 果的・能率的に

事

地域課題を解 果的・能

業

率的に地域課題を解

を

区

推進する。協働指針の



性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい ○ 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき ○ 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 重要かつ高い貢献度がある ○ 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか できない ○ 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

「協働」に関しては今後とも様々な手法を持って、より効果的・能率的に協働の推進を図らねばならない。現状を維持しつ

つ、サロン機能(地域フロンティアセ

４

ンターへの移行)の充

　

実とも共鳴させること

事

でコスト面の削減を図

業

ることが妥当である

。

の

担当課評価の根拠

「協

評

働に対する市民の意識

価

の向上」を目的として

評

はじまった「わかやま

価

市民協働大賞」につい

基

ては、要件の見直し等

準

を図っ

てきたところで

[

あるが、現行の「NP

妥

O・ボランティアサロ

当

ン」を平成３１年度か

性

ら「和歌山市地域フロ

]

ンティアセンター」

と

事

して強化・整備してい

業

くこととも合わせ、応

の

募を待って選考する体

ニ

制から、積極的に取材

ー

し情報発信していくこ

ズ

とから

廃止することと

は

した。

見直し・改善内

あ

容

るか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


